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(57)【要約】
　物体の表面１３，１４の走査用、特に、座標測定機用
の走査システム。走査センサ１は、少なくとも１つの流
体マウント式光伝送モジュール２を有し、流体が前記光
伝送モジュール２とマウント部３との間のマウントギャ
ップ７に配置され、光伝送モジュール２は、筒状外壁の
軸心に対して、軸心方向に移動可能、かつ、回転も可能
に取り付けられている。光源からの一次光は、光伝送モ
ジュール２の内部空間８を通って光出射位置（１２ａ，
１２ｂ）へと伝送され、光出射位置は軸心方向に離間す
るとともに、そこから、一次光が物体表面１３，１４へ
と放射される。物体表面１３，１４によって反射された
二次光も、光伝送モジュール２の内部空間８を通って、
二次光入射位置１６ａ，１６ｂから軸心方向に離間した
二次光出口位置１７へと伝送される。光伝送モジュール
は、軸心方向と回転との両方において回転／平行駆動機
構２７によって駆動される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　特に、座標測定機や位置ロボットに用いられる、物体の表面（１３，１４）を走査する
ための走査システムにおいて、
　少なくとも１つの流体マウント式光伝送モジュール（２）を有する走査センサ（１）が
備えられ、前記光伝送モジュール（２）は、支承部（３）によって包囲され、筒状周壁（
６）と前記支承部（３）との間の支承ギャップ（７）に流体が存在し、前記光伝送モジュ
ール（２）は、前記流体を介して前記筒状外壁の軸心に対して軸心方向に移動可能かつ回
転も可能であるように支持され、
　光源から出て一次光入射ポイント（１１）から前記光伝送モジュールに入射する一次光
が、前記光伝送モジュール（２）の内部（８）を通って、前記一次光入射ポイントから前
記軸心方向に離間した光出射ポイント（１２ａ，１２ｂ）へと伝送され、そこから、前記
光が前記物体表面（１３，１４）に向かう方向に放射され、
　前記物体表面（１３，１４）から反射され、好ましくは前記一次光出射ポイント（１２
ａ，１２ｂ）に一致する二次光入射ポイント（１６ａ，１６ｂ）のところで前記光伝送モ
ジュール（２）に入る二次光も、前記光伝送モジュール（２）の前記内部（８）を通って
、前記二次光入射ポイント（１６ａ，１６ｂ）から前記軸心方向に離間するとともに、好
ましくは、前記一次光入射ポイント（１１）に一致する二次光出射ポイント（１７）へ伝
送され、
　前記光伝送モジュールが、回転／平行駆動機構（２７）によって軸心方向駆動かつ回転
駆動される走査システム。
【請求項２】
　前記走査センサ（１）は、二つの流体マウント式光伝送モジュール（２，３５）を含み
、第２の光伝送モジュールは前記第１の光伝送モジュール（２）と同軸に案内され長手走
査モジュール（３５）として機能し、前記第１の光伝送モジュールに対して軸心方向に移
動可能で、かつ、光学素子を含み、前記光学素子を通って前記一次光が、前記長手走査モ
ジュール（３５）の一次光入射ポイント（３９）から、前記軸心方向に離間した一次光出
射ポイント（４０）へと伝送され、この一次光出射ポイントから出た光は更に、前記第１
の光伝送モジュール（２）の前記一次光入射ポイント（１１）へと伝送され、かつ前記第
１の光伝送モジュール（２）の前記一次光出射ポイント（１７）から出た光は、好ましく
は前記長手走査モジュールの前記一次光出射ポイント（４０）と一致する二次光入射ポイ
ント（４１）を介して前記長手走査モジュール（３５）に入り、更に、その内部を通って
、前記長手走査モジュール（３５）の前記二次光入射ポイント（４１）から前記軸心方向
に離間するとともに、好ましくは、その一次光入射ポイント（３９）と一致する前記長手
走査モジュール（３５）の二次光出射ポイント（４２）へ伝送される請求項１に記載の走
査システム。
【請求項３】
　前記長手走査モジュール（３５）は、前記第１の光伝送モジュール（２）と共に、共通
の支承部（３）に流体マウントされている請求項２に記載の走査システム。
【請求項４】
　低コヒーレンス干渉計（４５）が構築されており、そこでは、前記光源（４６）から出
た一次光がビームスプリッタ（４８， ５１）によって二つの部分ビームに分離され、前
記一次光の第１部分は測定光として前記物体に対して放射され、かつ、走査路程（Ｒ，Ａ
）上の調節可能な走査位置に位置する光反射ポイントで反射され、前記一次光の第２部分
は参照光として参照リフレクタ（５３）へ放射され、そこで反射され、
　前記走査路程（Ｒ，Ａ）上の前記調節可能走査位置は、前記走査路程（Ｒ，Ａ）に沿っ
て長手方向走査を行うために変化され、反射された二次測定光と二次参照光とは、それに
よって得られる検出光が検出器（６３）への入射時に干渉信号を発生するようにビーム合
流部（５１）において合流され、前記干渉信号は調整された走査位置の関数としての前記
測定光の反射の強度に関する情報を含み、
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　前記測定光の部分路程（Ｍ１）は、走査センサの単数又は複数の流体マウント式光伝送
モジュールの内部を通って延びている請求項１から３のいずれか一項に記載の走査システ
ム。
【請求項５】
　可変波長選択装置（６１）が、前記ビーム合流部（５１）と、検出器（６３）との間の
前記検出光の路程に配置され、前記可変波長選択装置によって、前記検出光が、その波長
に応じて選択され、所定列の波長ｋに対応する波長を含む光が優先的に前記検出器に到達
し、前記走査路程に沿って前記走査位置を変化させるべく異なる波長ｋの列に調整する請
求項４に記載の走査システム。
【請求項６】
　前記参照光路程の部分路程（Ｒ１）も、流体マウント式光伝送モジュール（２５，３５
）内に延びており、この参照光路程の部分路程（Ｒ１）は前記走査センサ（１）の単数又
は複数の流体マウント式光伝送モジュール内を延びる前記測定光路程の前記部分路程（Ｍ
１）よりも短く、前記走査システムは、当該２つの部分路程（Ｒ１，Ｍ１）の差を相殺す
るための、前記走査センサ（１）の前記単数又は複数の光伝送モジュール（２，３５）と
は別の波長相殺モジュール（５５）を有する請求項４または５に記載の走査システム。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの流体マウント式光伝送モジュール（２，３５）内において、前記
一次光と前記二次光とが自由放射光学（Freistrahloptik）素子によって案内される請求
項１から６のいずれか一項に記載の走査システム。
【請求項８】
　前記光伝送モジュール（２）は、前記一次光を前記軸心方向また径方向あるいはその両
方向に放射するように構成された光出射光学素子（１９）を有する請求項１から７のいず
れか一項に記載の走査システム。
【請求項９】
　前記光出射光学素子（１９）は、流体マウント式光伝送モジュールベース部（２５）に
交換可能に接続できる出射光学モジュール（２３）の構成要素である請求項８に記載の走
査システム。
【請求項１０】
　少なくとも１つの光伝送モジュール（２，３５）の流体マウントに用いられている流体
が気体、特に、空気である請求項１から９のいずれか一項に記載の走査システム。
【請求項１１】
　前記走査センサ（１）は、光伝送モジュール（２，３５）の前記軸心方向位置または回
転角度位置あるいはその両方を検出するための、軸心方向位置センサ（３１）または回転
位置センサ（３２）あるいはその両方を有し、好ましくは周期的な位置マーキング（３３
，３４）が前記光伝送モジュール（２，３５）に付されている請求項１から１０のいずれ
か一項に記載の走査システム。
【請求項１２】
　前記回転／平行駆動機構（２７）は搬送作用部（２８）を有し、この搬送作用部（２８
）は、光伝送モジュール（２，３５）の壁（６）に間歇的に圧を加え、前記光伝送モジュ
ール（２，３５）が所望方向に移動するようにその壁面に対して接線方向にステップ・バ
イ・ステップ移動を行う請求項１から１１のいずれか一項に記載の走査システム。
【請求項１３】
　前記搬送作用部（２８）は圧電方式で移動する請求項１２に記載の走査システム。
【請求項１４】
　複数の搬送作用部（８）が前記支承部（３）上に分布配置されており、前記流体マウン
ト式光伝送モジュール（２，３５）の前記壁（６）に作用する圧力が前記流体マウント式
光伝送モジュール（２，３５）の外乱的な径方向移動を引き起こさないよう互いに相殺さ
せる請求項１２または１３の走査システム。
【請求項１５】
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　前記回転／並進駆動機構は、前記少なくとも１つの流体マウント式光伝送モジュール（
２，３５）の、軸心方向移動および回転のための、別々の搬送作用部を有する請求項１２
から１４のいずれか一項に記載の走査システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　多くの利用分野において物体表面の高精度な走査が必要とされる。ここで「走査する」
という語句は、一般に、空間におけるその形状に関する情報を得るために表面上において
複数の測定ポイントが検出されるすべての技術を意味している。特に、物体の正確な寸法
の測定（寸法検査）は重要であり、その表面の構造特性、例えばその粗さ、の測定も重要
である。
　本発明による前記走査システムは、特に、例えば産業上の加工作業において使用される
ばかりでなく、表面構造及び構造欠陥の検出を含む、寸法検査のために実験室においても
使用される、座標測定機用のいわゆる「走査センサ」として適切である。そのような座標
測定機は、多次元高精度駆動装置を備え、それによって走査センサは検査対象物体に対し
て移動され、その間に、その表面が走査センサによって走査される。別の重要な利用分野
は位置決めロボットである。
【背景技術】
【０００２】
　走査センサとしては主として機械式スキャナが使用される。これらでは、薄い先端部又
は小さな球が測定対象物体に接触する。この接触が電子手段によって検出される。機械式
スキャナでは、多大な努力をすれば、サブ・マイクロメートルの範囲の非常に高い精度を
達成することができるが、測定対象物体との接触が必要であることには大きな欠点がある
。すなわち、その欠点の１つとして、走査速度が低くなり、それによって総測定時間が長
くなる。そして他の１つでは、敏感な又は弾性的な表面上ではダメージ又は測定値のばら
つきが不可避となることである。
【０００３】
　非接触式走査センサは通常、画像処理技術に基づいている。測定対象物体は、特殊な照
明技術（暗視野、明視野、透過光）によって照明され、画像技術によって観察される。そ
の結果は、画像処理ソフトウエアを使用して分析され、所望の寸法情報に変換される。し
かし、この技術は、特定の物体用にのみ適しており、しかも大型で複雑なセンサを必要と
する。
【０００４】
　特殊な目的のためには光学手段によって作動するその他のセンサも使用される。その例
としては、測定対象物体の平面性の高速測定のために特に推奨されるレーザ距離センサや
、表面に接触した時のその曲がりが光学的に観察される非常に細いグラスファイバから成
るグラスファイバセンサがある。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記実情に鑑み、本発明の目的は、コンパクトで、非常に高精度、高速な走査が可能で
、製造コスト的にも有利な走査システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記目的を達成するために、特に、座標測定機に用いられる、物体の表面を走査するた
めのこの走査システムでは、少なくとも１つの流体マウント式光伝送モジュールを有する
走査センサが備えられ、前記光伝送モジュールは、支承部によって包囲され、筒状周壁と
前記支承部との間の支承ギャップに流体が存在し、前記光伝送モジュールは、前記流体を
介して前記筒状外壁の軸心に対して軸心方向に移動可能かつ回転も可能であるように支持
され、光源から出て一次光入射ポイントから前記光伝送モジュールに入射する一次光が、
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前記光伝送モジュールの内部を通って、前記一次光入射ポイントから前記軸心方向に離間
した光出射ポイントへと伝送され、そこから、前記光が前記物体表面に向かう方向に放射
され、前記物体表面から反射され、好ましくは前記一次光出射ポイントに一致する二次光
入射ポイントに入る二次光も、前記光伝送モジュールの前記内部を通って、前記二次光入
射ポイントから前記軸心方向に離間するとともに、好ましくは、前記一次光入射ポイント
に一致する二次光出射ポイントへ伝送され、前記光伝送モジュールが、回転／平行駆動機
構（好ましくは、前記支承部に固定されている）によって軸心方向駆動かつ回転駆動され
る。なお、使用されている光学測定系の光源から発する光はここでは一次光として規定さ
れ、前記物体又は参照リフレクタから反射された光が二次光として規定される。
【０００７】
　少なくとも１つの流体マウント式光伝送モジュールを有する本発明において使用される
光学式走査センサによって、一方においては光伝送（光学系）のために必要な機能コンポ
ーネントと、他方においては非常に小さな空間においてかつ、非常に小さな移動質量で走
査移動（メカ系）のために必要な機能コンポーネントとの一体化が可能となる。従って、
本発明は、原則として、種々の光学的測定方法に適したものである。例えば、共焦点構造
を使用することができ、そこでは、焦点合わせされた光が光伝送モジュールから照射され
、焦点合わせされた方向を利用して、焦点合わせを変化させることによって照射方向（長
手方向走査）の識別を可能にする。
【０００８】
　具体的には、本発明は、低コヒーレンス光干渉計を用いた走査用に適している。一般に
、低コヒーレンス干渉計（「白光干渉計」とも呼ばれる）は、走査方向（すなわち、検出
光ビーム、長手走査の方向）に延出する経路に沿って装置から異なる距離に位置する複数
の発光（light-remitting）ポイントの位置を検出する光学走査のために使用される。こ
の方法は、「低コヒーレンス距離走査（ＬＣＤＳ）」とも呼ばれる。全てのＬＣＤＳ法は
、低コヒーレンス光源の光（すなわち、広帯域スペクトル発光）が二つ光路程、すなわち
、測定対象物体に放射される測定光路程、と参照光路程、とに分岐されるという共通の特
徴を有している。こられ二つの部分光路程が、検出器に入射する前に、互いに干渉するよ
うに合流される。この目的のために、干渉計構造は通常、低コヒーレンス光源に加えて、
（少なくとも１つの）ビームスプリッタと、干渉リフレクタと検出器とを含む。これらの
部材間の光路程が干渉計路程を形成する。一次光は光源から１つの光源路程を介して前記
ビームスプリッタへと伝送され、そこで分割される。一次光の第１成分は、走査方向にお
いて対象物体路程を介して測定光として対象物体上に放射され、これに対して一次光の第
２成分はリフレクタアームを介して参照光として参照リフレクタへと伝送される。両方の
光成分が反射される（測定光は検査対象物体の光反射ポイントにおいて、そして参照光は
参照リフレクタにおいて）。その反射後、それらは二次光としてそれぞれ同じ光路程（対
象物体路程又は参照路程）上でビームスプリッタへと戻される。これらの二次光成分はそ
こで合体され検出光として検出路程を介して検出器へと放射される。本発明の好適実施形
態の１つによれば、前記測定光路程の部分光路程は、好ましくは、前記参照光路程の部分
光路程も、少なくとも１つの流体マウント式光伝送モジュール内に延出する。
【０００９】
　長手走査位置は、走査中に急速に変えられる。これは通常、参照光路程と測定光路程と
の長さの関係が変化することにより現れる。それにより、走査経路での位置が変化し、測
定光と参照光との干渉のための条件（すなわち、両方の光路程の光路程長が光のコヒーレ
ンス長以下で、互いに偏移する）が達成される。瞬間的な走査位置は、走査経路上であっ
て、特定の干渉計構成において、総測定光路程の光路程長が総参照光路程の光路程長と等
しい（「コヒーレンス条件」）位置となっている。通常、参照ミラーが、参照ビームの方
向にシフトされ、それによって参照光路程の長さが調整される。
【００１０】
　すでに知られている種々のＬＣＤＳ装置及び方法についての詳細は、関連文献から得る
ことができる。特に、国際公開特許ＷＯ０３／０７３０４１とその中で引用されている文
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献１）～６）とが参照される。国際公開特許ＷＯ０３／０７３０４１は、特に、参照ミラ
ーをシフトすることによって困難であった極めて高速の長手走査を可能にする特殊なＬＣ
ＤＳ法である。この特殊法も、本発明に好適に適用可能であるが、他の公知の干渉計構成
も本発明において適用可能である。その具体例は、ドイツ特許ＤＥ１９８１９７６２と国
際公開特許ＷＯ０３／０７３０４１及び、それらに引用された文献に記載されている。
【００１１】
　本発明において前記少なくとも１つの光伝送モジュールの流体マウントのために、その
流体として液体又は気体が適当である。好ましくは、流体マウントのために使用される支
承媒体は気体、特に、空気、である。以後、その一般性を限定することなく、前記マウン
ト用に使用される流体を空気としておく。空気による流体支承は、外部圧縮空気源によっ
て空気が前記光伝送モジュールと前記支承部との間の支承ギャップに押し込まれることに
より作り出される。それは、好ましくは、その一方側を前記光伝送モジュールの筒状支承
部の外壁によって規定され、その他方側を前記光伝送モジュールの支承部に向けられた前
記支承部の内壁によって規定される。空気圧は、支承表面間に形成されるエアクッション
によって、走査システムの作動中に起こる力で支承表面が接触することを避けるのに十分
に高いものでなければならない。
【００１２】
　好適な実施形態の１つでは、前記走査センサは、二つの光伝送モジュールを有し、これ
らが共に、好ましくは共通の支承部内において流体マウントされている。このマウントは
、必ずしも、単一の支承ギャップによって提供されなくてもよい。むしろ、本発明は、更
に、第２の光伝送モジュールが第１の光伝送モジュールの対応の凹部内に少なくとも部分
的に入れ子状態に貫通し、かつ、そこで、両光伝送モジュール間の支承ギャップを介して
流体マウントされる実施形態も含んでいる。この場合、流体マウントは、少なくとも部分
的には、支承部と光伝送モジュールとの間には直接形成されず、むしろ、第１の光伝送モ
ジュールを介して形成される。
【００１３】
　機械分野において、主として極めて高速で回転する軸の支承用に空気ベアリングが使用
される（例えば、ドイツ特許ＤＥ１０２１０７５０Ｂ４を参照）。本発明においてはその
ような高速回転は使用されない。又、空気ベアリングによって実現される摩擦からの実質
的な解放が一次的な重要性を有するものではない。むしろ、本発明は、同じ支承部材によ
って、「本当の」二次元的な、規制されない軸心方向の移動性と、単一の支承による回転
とを可能にする、空気支承 （又はその他の流体支承）の特性を利用するものである。ロ
ーラベアリングによって実際にこれら二つの次元の移動の自由を可能にするためには、軸
心方向用ベアリングと回転用ベアリングとの別々のベアリングを使用しなければならない
。（円筒状）軸の、回転に加えて、その長手方向変位をも可能にするベアリングは、機械
分野において「浮きベアリング」とも呼ばれる。
【００１４】
　本発明において、そのような軸受（支承）は、前記流体マウント式光伝送モジュールを
回転させるとともに軸心方向にも移動させるように構成された回転／平行駆動機構と組み
合わされる。この回転／平行駆動機構は、好ましくは、前記支承部に固定される。基本的
に、（非接触作動式）電磁装置など、種々の駆動機構が利用可能である。好適な駆動装置
は、前記支承部において前記光伝送モジュールの内壁に対して間欠的に圧を加え、光伝送
モジュールを所望の方向に移動させるように壁面に対して接線方向のステップ・バイ・ス
テップの移動を行う搬送作用部によって構成される。前記搬送作用部が圧電式に移動する
駆動機構であることが特に好ましい。
【００１５】
　「圧電モータ」とも呼ばれる圧電式駆動装置は、それらの層の間に伝導材が設けられて
いる状態で互いに積層された複数の圧電層を有する少なくとも１つの脚部を備えている。
これらの脚部の同時移動は、制御された電界によって達成される。そのような移動が、隣
接する表面をステップ・バイ・ステップで進行させるために、適当である。個々のステッ
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プの長さは通常、数マイクロメートルであるが、毎秒数千ステップの周波数では、数セン
チメートル／秒の速度を達成することができる。このタイプの圧電モータは、例えば、ス
ウェーデンのPiezomotor Uppsla ABによって製造されている。
【００１６】
　改造することによって本発明のために適用可能な圧電アクチュエータがドイツ公開特許
ＤＥ１９９６１６８４Ａ１に記載されている。いわゆる「結合共鳴圧電モータ（ＣＲＰ）
（coupled resonance piezomotors）」がそこで使用されている。この圧電モータは、本
発明において利用可能な以下のような作動方式で作動する。
－　第１の作動方式では、力の伝達が接線方向において起こり、これによって光伝送モジ
ュールの所望の軸心方向移動および／又は回転移動が起こる。
－　第２の作動方式では、圧電モータの搬送作用部（脚部）が長手方向に揺動され、それ
によってこれら搬送作用部と光伝送モジュールの支承部との間の摩擦が最小化される。こ
の作動状態は、別の圧電モータによって駆動される光伝送モジュールの移動の障害を最小
化するためにも利用される。
－　第３の作動方式では、搬送作用部の圧電起動が停止される。この状態において、搬送
作用部と支承領域の外壁との間の摩擦によって光伝送モジュールの位置の不測のずれが防
止される。従って、この駆動装置は自動ロック式である。
このドイツ公開特許ＤＥ１９９６１６８４Ａ１での、この圧電アクチュエータは、連続的
で良好に制御可能な回転移動が可能で、メンテナンスの必要が非常に少ないと説明されて
いる。他方、移動のために必要な力が伝送部材と対象物体との間の摩擦によって伝達され
るため、それらはある程度の接触圧を必要とすることが欠点であると見られている。しか
しながら、本発明において、そのような装置は、本発明による光学走査システム用の流体
マウントとの組み合わせに非常に適している。とりわけ、以下の利点が本発明において得
られる。
－　表面の走査を、機械式スキャナによるよりも遥かに高速で行うことができる。
－　表面は接触されることが無く、従って、ダメージを受けることがない。
－　たとえ物体の表面が変形可能（弾性）であっても、それによって測定精度がマイナス
の影響を受けることがない。
－　光学検出点を極めて小さくなるまでフォーカスすることができる。従って、それを走
査することが典型的な機械式スキャナによっては不可能である小さな局所的変化（例えば
、凹部）でも検出可能である。
－　非常に小さな測定先端部を有する機械式スキャナが入手可能であり、これらによって
も非常に細かい構造及び表面粗さを走査することができる。しかし、これは非常にゆっく
りと行われなくてはならないのに対して、本発明のシステムでは、同等の解像度での走査
を遥かに高速に行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　図面に図示された実施形態を元に本発明についてより詳細に説明する。本発明の好適実
施形態を提供するために、図示され記載される特徴を、それぞれ個別に、或いは組み合わ
せて使用することができる。
【００１８】
　図１に図示されている走査センサ１は、支承部３によって空気マウントされている長手
光伝送モジュール２を有している。前記光伝送モジュール２は、少なくとも支承領域５に
おいて、筒状外壁６によって取り囲まれ、この外壁は、それらの間に支承ギャップ７を介
在させた状態で前記支承部３によって取り囲まれている。圧縮空気源（図示せず）によっ
て前記ギャップに空気が押し込まれる。勿論、前記支承領域５及び前記支承部３の構成、
更には、前記空気ギャップ７に押し込まれる空気の圧力は、前記光伝送モジュール２が総
所望移動範囲内において、かつ、作動中に起こるいかなる負荷においても接触無く取り付
けられるように、互いに対して適合されなければならない。原則として、前記光伝送モジ
ュール２が、それらの長さが所望の軸心方向移動性を確保するのに十分であることを条件
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に、軸心方向において比較的短い長さで延出する単数又は複数の支承部を有することで十
分である。しかし、前記走査センサの作動中において少なくともある時間だけ前記支承部
３内に存在している前記光伝送モジュール２の部分的な長さ分は好ましくは円筒状に形成
されている。
【００１９】
　前記光伝送モジュール２は、その内部８に、自由放射光学素子（free space optics ；
ＦＳＯ）（フリー・スペース・オプティクス）、具体的には、それを通じて一次光が光入
射ポイント１１からそれから軸心方向に離間した光出射ポイント１２へ伝送される、レン
ズ９，１０を格納している。図示の実施形態において、そこから一次光が一方では軸心方
向に他方では径方向に物体表面１３，１４へと放射される二つの光出射ポイント１２ａ，
１２ｂがある。物体表面１３および／又は１４から反射された二次光は、この場合は、各
光出射ポイント１２ａ，１２ｂに一致する二次光入射ポイント１６ａ，１６ｂにおいて前
記長手光伝送モジュール２に再度入射し、その内部８において前記光学系によって、この
場合前記一次光入射ポイント１１と一致する二次光出射ポイント１７へと導かれる。
【００２０】
　前記一次光を発光するために発光光学素子１９が使用され、これはこの場合、好ましく
は波長依存ビームスプリッタ層２１を含むプリズム２０から構成されている。光は前記ビ
ームスプリッタ層２１によって軸心方向（光出射ポイント１２ａ）と径方向（光出射ポイ
ント１２ｂ）の空間方向とに分割されて、一方では軸心方向において光伝達モジュール２
の前方に位置する物体表面１３の走査を可能にするとともに、他方では、径方向において
前記光伝送モジュール２から側方に離間して位置する物体表面１４の走査を可能にする。
【００２１】
　勿論、特定の利用においては、これらの可能性の１つのみを使用して、前記ビームスプ
リッタ２１（軸心方向走査）を省略するか、もしくは、これを、可能な限り完全に反射す
る表面（径方向走査）と置き換えることが適切であるかもしれない。但し、好ましくは、
前記走査センサ１は両方の方向の操作を同時に許容する。光ビームは公知の方法で分離す
ることができる。図示の場合において、この分離は径方向及び軸心方向走査用の異なる一
次光波長との組み合わせで、前記波長依存ビームスプリッタによって行われる。
【００２２】
　図示されている好適実施形態において、光出射光学素子１９は、残りの光伝送モジュー
ル２と一体化されておらず、出射光学モジュール２３のコンポーネントとして構成され、
これは、接続部材２４によって、具体的には支承領域５を含み、好ましくは、光伝送モジ
ュールの残りのすべてのパーツを含む走査モジュールベース部２５に交換可能に連結され
る。
【００２３】
　光伝送モジュール２は、支承部３において、回転／平行駆動機構２７によって、軸心方
向の移動と軸周りの回転との両方が可能である。この駆動機構２７は、好ましくは、支承
部３に固定され、光伝送モジュール２に対して駆動力を付与する。
【００２４】
　上述したように、図面において記号で示されている搬送作用部２８を用いて、支承領域
５において壁８に対して間歇的に駆動圧を与える駆動装置が使用され、搬送作用部２８は
光伝送モジュール２が所望の方向に移動されるように壁面に対して接線方向にステップ・
バイ・ステップの移動を行う。搬送作用部２８は、好ましくは、圧電駆動電子デバイス２
９によって圧電式に移動される。
【００２５】
　好ましくは、軸心方向移動用と、回転用とに別々の搬送作用部２８が設けられる。これ
らの搬送作用部は、対応の軸心方向移動又は軸周り回転が必要な時に、対応の空間方向（
軸心方向又はそれに対する横断方向）で接線方向移動を行う。好ましくは、回転中、軸心
方向に作用する搬送作用部は、回転運動ができる限り邪魔されないような作動状態（上述
した第２の作動状態など）にある。勿論、これは軸心方向移動の場合には逆になる。すな
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わち、回転に対して機能する搬送作用部２８がその軸心方向移動をできる限り邪魔しない
ような作動状態となる。
【００２６】
　別の好適実施形態によれば、支承領域５を取り囲む支承部３上の搬送作用部２８のレイ
アウトは、それらによって壁６に作用する力が実質的に互いに相殺されるように構成され
る。いずれの場合においても、それらの力の作用が、搬送作用部２８の圧力によって、支
承領域５、結果的には光伝送モジュール２の走査の障害となるような径方向移動が起こら
ないように、互いに相殺されるように構成される（「相殺状態」）。従って、最も単純な
ケースにおいて、前記搬送作用部は、それらが両側の周方向位置から、しかし、同じ軸心
方向位置から、光伝送モジュール２の支承領域５の壁８に圧を与えるように、対で配置さ
れる。その他の構成、例えば、４つ以上の搬送作用部が、周部に均等に配置される（すな
わち、１２０°、９０°..の角度間隔で）構成、も可能である。同じ又は異なる方向（そ
れぞれが支承部３から延出する）に作用する複数の搬送作用部を、搬送距離の長さに渡っ
て支承領域５において外壁６に作用するように設け、好ましくは、上述した相殺状態が常
に維持されるように構成することができる。このような相殺状態を維持することによって
、光伝送モジュールの不正確な位置決めによる光学測定に対する悪影響が回避されるばか
りでなく、比較的低い接触圧力で搬送作用部の有効性が改善される。
【００２７】
　常時、光伝送モジュール２の軸心方向位置とその回転角度位置とに関する正確な情報を
確保するために、軸心方向位置センサ３１と回転位置センサ３２とが設けられている。こ
れらセンサ３１，３２のそれぞれは、光伝送モジュール２に取り付けられた位置マーキン
グ３３又は３４とそれぞれ協働する。適当な光学式位置及び回転角度センサが数多くの実
施形態で知られている。特に、前記位置マーキングが、例えば非常に細かいダッシュ又は
バー列などの、互いに密接した間隔（典型的には周期的）で設けられた一連のマークから
構成され、これを検出する光学式位置及び回転角度センサが本発明においては好適である
。位置マーキングは、支承部３に固定された光学センサ３０によって検出され、その結果
得られる信号シーケンスがプロセッサによって所望の位置情報へと処理される。これらの
方法は公知であるため、より詳しい説明は省略される。
【００２８】
　図１に図示の走査センサ１の利用は次の二つの形態に限定される。
－　第一に、光伝送モジュール２の回転移動は、それによって一次光が光入射ポイント１
１に供給され、二次光が光出射ポイント１７から離間して案内される手段がそのような回
転に追従するのに適している限りにおいて、可能となる。これらの手段は、好ましくは、
光ファイバから構成される。従って、限定された回転のみ可能である。
－　第二に、フォーカスは固定されており、従って、軸心方向と更に径方向との両方にお
いて、ビーム方向での走査（矢印A及びRによって示されている長手方向走査）は、焦点の
周りの狭い被写界深度においてのみ可能である。この問題は、軸心方向走査においてはそ
れほど深刻ではない。というのは、光伝送モジュールの軸心方向移動によってＡ方向での
長手走査を行うことが出来るからである。しかしＲ方向での長手走査を行うには、走査セ
ンサ１全体の相応な側方移動が必要となる。これは移動される装置の質量が可能な限り小
さいものとする必要がある高速走査のための要件と矛盾することになる。
【００２９】
　この問題は、図２に図示されている構成によって解決され、ここでは、同じ又は対応の
構成要素は図１と同じ参照符号によって示されている。図１と比較において図２の走査セ
ンサの特徴は、長手走査用モジュール３５として示されているもう一つの流体マウント式
光伝送モジュールを備えていることにある。これは、それと同軸心方向に移動可能である
ように、前記光伝送モジュール２に対して正確に同軸状に案内される。それは、レンズ３
６， ３７などの光学素子を備え、これらのレンズを介して、一次光が一次光入射ポイン
ト３９から前記長手走査モジュール３５の内部３８を通って、軸心方向において離間した
前記長手走査モジュール３５の一次光出射ポイント４０へと伝送され、そこから光は前記
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第１の光伝送モジュール２の一次光入射ポイント３９へと伝送される。更に、二次光も、
長手走査モジュール３５の内部３８へと伝送され、これは、好ましくは、長手走査モジュ
ール３５の一次光出射ポイント４０と一致する二次光入射ポイント４１を介して第１の光
伝送モジュール２の一次光出射ポイント１７から内部３８に達し、その内部において、軸
心方向に離間した長手走査モジュール３５の、前記一次光入射ポイント３９と一致する二
次光出射ポイント４２へと伝送される。
【００３０】
　長手走査モジュール３５は、好ましくは、第１の光伝送モジュール２と共にマウントさ
れる。すなわち、光伝送モジュール２と長手走査モジュール３５の支承領域（いずれにせ
よ、その長さ（支承領域の長さ）の少なくとも一部）は、図２に図示されているように、
共通の支承部（具体的には、共用されている円筒部材）によって取り囲まれ、それによっ
て正確に同軸状態で案内される。
【００３１】
　走査のために必要な長手走査モジュール３５の移動は、好ましくは、第１の光伝送モジ
ュール２の移動と同様に、搬送作用部２８によって行われ、これら搬送作用部は、その壁
に対して間歇的に圧を作用し、長手走査モジュールが所望の方向に移動されるように、壁
面に対して接線方向にステップ・バイ・ステップの移動を行う。第１の光伝送モジュール
２に関する上記説明はこの構成にも有効である。すなわち、
－　前記搬送作用部は圧電式に動作する。
－　それらの位置決めは上述した相殺状態で行われる。
－　軸心方向位置と回転位置とが、軸心方向センサ３１と回転位置センサ３２（上述した
特徴を有する）とによって正確に検出される。
【００３２】
　その稼働において、回転走査のみならず（もしも望まれる場合には）軸心方向走査も光
伝送モジュール２によって行われ、長手方向走査は長手方向走査モジュール３５によって
行われると好都合である。
－　一次光または二次光あるいはその両方の入射と出射がフリー・スペース・オプティク
スを介して行われるため、光伝送モジュール２の回転がそこに取り付けられる光ファイバ
によって規制されることがない。従って、例えば、光伝送モジュール２の一方の回転方向
における一定の回転が可能である。光伝送モジュール２の軸心方向における同時的なゆっ
くりとした変位との組み合わせによって、螺旋状走査が行われ、これは、多くの用途にお
いて有効となる。一般に、ここに記載の実施形態では、第１の光伝送モジュール２を回転
対称的に包囲する複数の表面、例えば機械部品の孔に対する高速高精度走査が可能となる
。
－　長手走査モジュール３５を軸心方向に変位させることによって（両方向矢印４４によ
って示されているように）、走査位置がそれに応じて矢印A及びRで示されるビーム方向に
変化する。軸心長手方向走査移動Aについては、これは、図１の単純な光伝送モジュール
によっても可能である。しかしながら、別の長手走査モジュールを用いた方が、移動させ
なければならない質量が非常に小さくなるために有利となる。更に、図２の構成の場合、
焦点が長手走査モジュール３５の両方向矢印Ａの方向における位置の変化に応じて変化す
ることから、径方向Ｒにおける長手走査において遥かに広い走査範囲が可能となる。従っ
て、径方向走査は、光伝送モジュール２と長手走査モジュール３５とにおけるフリー・ス
ペース・オプティクスの光学的境界条件から生じる限界によってのみ規制されるだけであ
る。これらの制約を考慮して、少なくとも５ｍｍの長手走査経路長が実現可能である。
【００３３】
　図２には、好適な光学走査システムにおけるさらに必要な構成要素も示されており、こ
れらは、前記走査センサ１に加えて、低（短）コヒーレンス干渉計４５が構築されている
。これは、光源４６を含み、ここから一次光が光ファイバによって構成される光源経路４
６を通じて第１光カプラ４８へと伝送される。そこから、前記一次光の一部は、接続経路
５０と第２光カプラ５１とを介して、長手走査モジュール３５の一次光入射ポイント３９
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に到達する。
【００３４】
　図示の干渉計構成の特徴は、Ｒ１によって示す参照光路程の一部が流体マウント式光伝
送モジュール（図２において長手走査モジュール３５、図１において光伝送モジュール２
）内に延びていることにある。これは一次光入射ポイント３９（図２）又は１１（図１）
と、光の一部を反射する参照リフレクタとして使用されるビームスプリッタ５３との間の
部分経路である。残りの部分は、走査センサ１の少なくとも１つの流体マウント式光伝送
モジュールを通って測定光路程Ｍ１を経て物体表面１３、１４へと放射される。
【００３５】
　路程Ｍ１とＲ１との間の大きな経路長の差は、ビームスプリッタ５６とリフレクタ５７
とを含む光路程長補償モジュール５５によって補償される。前記ビームスプリッタ５６と
リフレクタ５７との間の距離は、Ｒ１とＭ１との間での光路程の長さの差が経路長補償モ
ジュール５５内に延出する部分経路Ｍ２とＲ２との間の対応の光路程長さの差によって補
償されるように寸法調整されている。
【００３６】
　光カプラ４８及び５１によって、光源４６から発した一次光は、走査センサ１と、光路
程長補償モジュール５５との両方へ接続される。その内部において、光の一部は、それぞ
れ前記ビームスプリッタ５３， ５６へと放射され、そこで反射される。光の他の一部は
、走査センサ１において走査対象表面１３、１４へと伝送され、そこから、光路程長補償
モジュール５５のリフレクタ５７へと反射されるか、もしくは伝送され、それらはそこか
ら反射される。反射光は、二次光として戻り、成分として光カプラ４８及び５１によって
検出路程を通って検出装置６０に到達する。
【００３７】
　勿論、これらの部分光の全ては、上述した光伝送路上で互いに独立的に伝播することが
できる。但し、検出装置１０は、もしも参照リフレクタから反射された参照光と走査対象
表面から反射された測定光とが、干渉することを可能にする位相関係で検出器に照射され
る場合にのみ信号を発生するように構成される。従って、設定された長手走査位置に対応
する部分光のみが検出装置１０によって検出される。最初に説明したように、走査位置は
、本発明においては、好ましくは、可動参照ミラーによって変化させるのではなく、波長
選択装置６１（ここでは模式的にのみ図示）を含む、国際公開特許ＷＯ０３／０７３０４
１に基づいて構成される検出装置６０との組み合わせにおける固定参照ミラーによって変
化させられる。これは、国際公開特許ＷＯ０３／０７３０４１に詳細に説明されており、
上に簡単に要約した作用が可能である。この特許文献には、特に、前述した長手走査を行
うための他の可能性、すなわち、ＬＣＤＳ法におけるビーム方向の特定の走査位置（長手
走査位置）の変化に関する、更に多くの説明と構成の提案も含まれている。
【００３８】
　図３は、二つの流体マウント式光伝送モジュール、すなわち、光伝送モジュール２と長
手走査モジュール３５、とを含む走査センサの別実施形態を図示している。その特徴は、
長手走査モジュール３５の貫通部分３５ａが第１の光伝送モジュール２の対応する凹部内
へと貫通していることにある。これによって、前記二つの流体マウント式光伝送モジュー
ル２ないしは３５と、それぞれと隣接する光学素子（レンズ）９ないし３７とのより好適
な位置決めが可能となる。それによってより効果的な信号伝送が可能となる。
【００３９】
　図４に図示されている別実施形態の他との相違点は、その構成が軸心方向において特に
コンパクトに形成されていることにある。これは、軸心方向における走査センサの最大長
が限られている特定の用途において特に有利となる。このコンパクトな構成を可能にする
ために、この図示の実施形態において、長手走査モジュール３５は、フランジ７０を介し
て、このフランジ７０から前方に（すなわち、光出射光学素子に向かう方向）延びている
駆動部材７１に接続されている。搬送作用部２８は、電子回路を有する圧電駆動ユニット
２９によって駆動部材７１に対して作用する。これは、ここで図示されているように、長
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手走査モジュール３５が光伝送モジュール２内へと非常に大きく貫通しており、圧電駆動
ユニットの搬送作用部２８がアクセス可能となる外壁部分の長さが十分でない場合に有利
である。もちろん別の構成も可能である。そのようなコンパクトな構成は、回転駆動部材
の搬送作用部が作用するようにし、かつ、前記長手走査モジュール３５の後端部（前光出
射光学素子から離間する）から前方に向けて軸心方向に延びる駆動部材が用いられるよう
にすることで達成される。
【００４０】
　図４の実施形態の更に別の特徴は、長手走査モジュール３５が、この長手走査モジュー
ル３５の外壁と第１の光伝送モジュール２の凹部の対応する内壁との間に存在する支承ギ
ャップ７４で支承されており、その際第１の光伝送モジュール２の凹部内に長手走査モジ
ュール３５がテレスコピックに貫通していることである。従って、長手走査モジュール３
５は、直接マウントされるのではなく、支承部３内に間接的（光伝送モジュール２を介し
て）にマウントされている。更に、この場合、長手走査モジュール３５の回転は、駆動部
材７１によって防止されている。これにより、それは回転固定位置に取り付けられている
ことになる。従って、図４に図示の実施形態では、長手走査モジュール３５の回転位置を
検出するための回転位置センサは不要である。
【００４１】
　図５～図７は本発明にとって好適な出射光学モジュールの三種類の変形例を図示してい
る。
－　図５及び図６において、ビームスプリッタ層は、径方向走査が４５°又は１３５°の
角度で行われるように、図１とは異なる角度で延びている。勿論、更に別の変形例も可能
である。この変形例は、長手走査方向の角度を広い範囲で変化させることが可能であると
いうことを示している。
－　図７に図示の構成において、延出部材７３が使用され、これによって、走査光学系を
比較的大きな径を有する回転対称表面の走査に適切に対応させることが可能となる。
【００４２】
　光伝送モジュールは、それらの流体マウントにより、軸心方向移動と軸周り回転との両
方が可能であるが、この機能は全ての用途において必ずしも使用される必要はない。むし
ろ、本発明の適用範囲には、これら移動の自由の１つが必要とされず、従って、第１の光
伝送モジュール（光出射光学素子を備える）が軸心方向移動のみ又は回転のみ行う走査シ
ステムも含まれる。但し、これらのケースにおいても、両方の自由度における移動を可能
にする、回転／平行駆動機構は設けられる。又、好ましくは、軸心方向及び回転方向位置
を正確に検出するためのセンサも設けられる。
【００４３】
　上述した説明においては、回転／平行駆動機構２７と光伝送モジュール２，３５の相応
な移動に関して、軸心方向移動と回転移動（軸心方向に対して横断する方向）とについて
言及した。軸心方向移動と回転移動との座標系に分離することは多くの用途にとって有用
ではあるが、絶対に必要であるわけではない。特に、特定の移動（軸心方向移動又は回転
移動）専用ではなく、任意の空間方向に電気的に駆動可能な搬送作用部２８を使用するこ
とも可能である。勿論、本発明は、それによって駆動される移動が「軸心方向」と「軸周
り回転方向」とに限定されず、任意の他の角度に移動可能で、それによって光伝送モジュ
ールの螺旋運動が生じるような、類似の回転／平行駆動機構も含むものである。
【００４４】
　上記説明において「…部」などと記載されているものは所定の機能を実現する構成要素
であるが、勿論、このことは、これらの各「…部」が一体でなければならないということ
を意味するものではない。具体的には、支承部３は、二つの半割れ部材、などの複数の別
々の部から組み立て構成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明の走査システム用の走査センサの非常に概略的な側面図
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【図２】第２実施形態の走査センサを有する本発明の走査システムの一部ブロック図であ
る模式的な側面図
【図３】第３実施形態の走査センサの模式的な側面図
【図４】第４実施形態の走査センサの模式的な側面図
【図５】異なる光出射光学モジュールの概略側面図
【図６】異なる光出射光学モジュールの概略側面図
【図７】異なる光出射光学モジュールの概略側面図

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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